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　本誌 11 月号の特集は「臨床解剖学の新たな知見」で
ある。医療に従事する者にとって解剖学は基本の基で
あり，すべからく熟知すべきものである。とりわけ，
メスさばきに寸分の狂いも許されない外科医にとり解
剖学の知識は最も重要なものであり，手術に際しては
これから眼前に現れる全ての構造が，組織の質感も含
めて全て三次元的に明瞭にイメージできていなければ
ならない。しかし，わが国では医学教育を目的とする
解剖学実習以外の研修などに献体を利用することが法
律上規定されておらず，外科医が医療技術の習得を目
的に解剖用献体を使用することが極めて難しい環境で
あった。しかし，三次元構造であり，かつ解剖学的破
格も稀ならず存在する人体構造を二次元の解剖書から
学ぶことは難しい。“Great surgeon, great incision” と
された時代には助手に入ることで術野を俯瞰して学ぶ
こともできたが，最小侵襲化が多様な手段で急速に進
む昨今，研修医や専攻医が三次元の人体構造をつぶさ
に学ぶ機会は急速に減少している。人材育成という観
点から由々しき状況であった。
　整形外科特有の問題もあった。運動器疾患を取り扱
う整形外科分野では人体標本を用いる生体力学解析は
病態の解明や治療技術開発に有用な多くの情報を提供
してくれる。日本整形外科学会員もこの領域で極めて
大きな貢献をしてきたが，残念ながらその多くが海外

留学先でのものであった。この状況は長年現場では問
題視されていたが，つい最近まで公に取り上げられる
ことはなかった。
　しかし，最小侵襲治療に伴う医療事故が社会問題化
し，また，医療人材育成に関する国の取り組みも本格
化する中で医療技術習得を目的とする献体利用の違法
性に関する議論が本邦でも漸く本格化し，日本解剖学
会，日本病理学会，日本法医学会，日本外科学会など
の努力により平成 24 年に『臨床医学の教育及び研究に
おける死体解剖のガイドライン』が作成され，文部科
学省もその支援に動き始めた。さらに，文部科学省は
2019 年度の概算要求に『課題解決型高度医療人材養成
プログラム』を挙げ，その中で「医療技術や医療機器
の発展・高度化に伴い，外科治療においては，内視鏡，
腹腔鏡，ロボットなど高度な機器を用い，従来見えな
かった状況下での治療が増加している」ことを訴え，

「我が国における解剖実習体を使用した医療技術や医
療機器等の研究開発に係る教育環境の整備」を目的と
して掲げた。医療技術習得から医療機器開発における
活用へとさらに一歩踏み込んだかたちだ。
　今回の特集はいずれも整形外科臨床に有用な解剖学
治験を提供するものであるが，今後医療技術開発に関
わる成果が報告されることを大いに期待している。
 （平田　仁）
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